
産地診断による中山間タマネギ産地の再編方策

［要約］中山間 タマネギ産地である長田地区の産地診断を行った。その結果、機械

の導入、機械の共同利用、作型の前進化、ソルゴーの作付け、一斉防除等に取り組む

と、30～40ａ/戸の経営体と150～200ａ/戸の大規模経営体の育成ができ、産地目標の

出荷量・作付規模を達成した200戸で90haの産地再編が可能である。

総合農林試験場・経営部・経営科 専門 農村計画 対象 葉茎菜類 分類 指導

資料名：平成１３年度 九州地域試験研究成績・計画概要集（農業経営）

［背景・ねらい］

産地では、産地の維持・発展のため、生産・販売・組織化等に関する目標を設定し、目

標達成に向けての取り組みを展開している。目標を達成するには、産地の現状から問題点

を抽出し、それぞれの解決策を整理して、これらを体系化する産地診断が有効である。

本研究では、タマネギ産地諫早市長田地区の産地診断の適用事例を紹介する。なお、産

、 （ ） 。地実態データには 各種統計データとアンケート調査結果 1999年７月実施 を利用した

［成果の内容・特徴］

． 、 、 、１ 長田地区のタマネギ作の現状は ほとんどが傾斜未整備畑のマルチ栽培で 面積63ha

部会員数249戸、作付規模25a/戸、出荷量3,509ｔである。また、ソルゴーの作付けや一

斉防除でタマネギの品質向上対策に取り組んでおり、畑地タマネギ産地としての市場評

価は高い。

． 、 、 、 、 、 、２ 問題点としては 機械化の遅れ 労働の過重 規模拡大の遅れ 担い手不足 高齢化

早生種の価格安等がある。

３．産地目標は、作付規模40ａ/戸、出荷量5,500ｔ、超極早生種への作型前進化である。

４．産地再編方策としては、機械の導入、機械の共同利用、作型の前進化、ソルゴーの作

付け、一斉防除等の取り組みが有効である。

５．指導機関の経営的な支援としては、再編方策の検討に向けた実態・意向・問題点の整

理、ニーズの明確化、技術の導入定着条件の整理、技術導入の経営評価や経営モデルの

提示、産地関係者の現状認識と今後の課題に対する意識の共通化等がある。

６．指導機関の技術的な支援としては、座談会・講習会・現地検討会による栽培技術の指

導、機械実演会による機械化の推進、超極早生の育苗技術の確立等がある。

７．産地診断の結果、30～40ａ/戸の高齢・兼業・複合・現状維持農家並びに150～200ａ/

戸の大規模経営の育成ができ、産地目標の出荷量・作付規模を達成した200戸で90haの

産地再編が可能である。

［成果の活用面・留意点］

１．中山間タマネギ産地の産地再編に活用できる。

２．他の野菜産地の産地診断を行う際に利用できる。



［具体的データ］

［その他］
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図１　タマネギ産地諌早市長田地区の産地診断表

需要野菜（生産出荷安定対象品目）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作付面積・収穫量・１人当たり年間購入量は安定

輸入量は生鮮野菜全体の17%（第１位､H12）　　　　　　　 　　　　　　輸入占有率５～10％（東京市場）
価格はH10以降、下降傾向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定植・収穫作業は、労働時間・疲労度ともに大
開発が遅れていたマルチ栽培対応の移植機が近年開発された
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タマネギ部門の経営目標

　高齢・兼業・複合・現状維持経営(約190戸)　
　　作付規模　30～40ａ（部会目標）
　　所得　　　　30万円
　規模拡大志向経営（約10戸)
　　作付規模　150～200ａ（県機械化モデル）
　　所得　　　　2１0～3１0万円

タマネギ
を取り巻
く環境

機械利用組会の発足　H12～13
（播種・育苗・ﾏﾙﾁ張り・定植機）
　・西玉葱機械組合（２戸）
　・堤谷玉葱　〃　（６戸）
　・正久寺玉葱　〃　（５戸）
　・白原玉葱　〃　（３戸）

機械実演会による機械化の
推進

先進地視察

機械利用組合の運営指導

資金制度の紹介
対象者
リスト

の作成

展示圃、座
談会、講習
会、現地検
討会による
栽培技術
指導

農林業
情報シス
テムの利
用

自然条件

平均気温　15.8℃
土質　安山岩が母材の
　　　　黄色重粘質土壌

社会条件

県内市場まで　19km

高速諫早インﾀー８km

耕地

経営耕地計389ha

水田205ha　畑地112ha　樹園地72ha

農家

農家数　計469戸
専業93戸、１兼76戸、２兼300戸
主な農産物　米、ミカン、豚、バレイショ、タマネギ

ﾀﾏﾈｷﾞ栽培の概況

明治34年７名で開始、昭和50年代にマルチ開始
58年に部会設立、長田、諫早、小野、本野の４支部で構成
畑地タマネギ産地としての市場評価高い

作型　超極早生21％　極早生40％　早生32％　中生７％
農家　249戸（295戸)
面積　63ｈａ（72ha)
出荷量　(3509ｔ）
販売額　(236百万円) 　　　　　　※(　)は部会全体

農家の形態

「小規模高齢・

兼業農家」

「他の高収益
部門主体農
家」

「タマネギ栽
培主体農家」

作業性

緩傾斜・未整
備畑66％
80%手作業

定植、収穫、
ﾏﾙﾁ張りが
重労働

作付規模

平均25ａ/戸
20ａ以下52％
21～40ａ
38％

労働力

平均1.5人/戸

60～80代54％

担い手

いる17%

いない40%

わからない
30％

流通・販売

京阪神72%

全農大阪　
約470ｔ、　　
80円/ｋ

生協との
契約販売
135ｔ、
124円/k　　　　
単価　
平均67円/k
4/上117円/k
（超極早生）

土壌

畑地栽培94%

ソルゴーによ
る土壌改良、
流亡防止、
品質向上対
策実施

堆肥投入

栽培技術

石灰ボルドー
の一斉防除
による品質
向上対策実
施

栽培技術高
い

農家の要望

土づくりの推進
作業の機械化

栽培予定

３年以内が14％
３～６年が24％

指導機
関の役
割

産地達
成目標

産地再編目標
農家数　200戸(236戸)
面　積　90ha（103ha)
作型　超極早生30％　極早生35％　早生25％　中生10％
出荷量　(5500ｔ　部会目標) 
作付規模　平均40ａ/戸（部会目標）

具体的
な再編
方策

機械の導入

機械の共同利用

作業受委託の実施

作業性のよい水田タマネギの導入

補助事業の導入

世代別リー
ダの育成

作型の前進化

超極早生の育
苗技術の確立

市況データの
収集

高品質タマネギ生産技術の
継続

実態・意向・問題点の整理
ニーズの明確化

技術の導入定着条件の整理

技術導入の経営評価や経営モデルの提示

現状認識と今後の取り組みに対する
産地関係者の意識の共通化の支援

技術導入の経営評価

農家形態にあった経営目標の設定

機械導入経営モデルの提示

産地の
現状と
問題点

図１　タマネギ産地諌早市長田地区の産地診断表

需要野菜（生産出荷安定対象品目）　　　　　　　　　　　　　　　　　作付面積・収穫量・１人当た年間購入量は安定

輸入量は生鮮野菜全体の17%（第１位､H12）　　　　　　　 　　　　　　輸入占有率５～10％（東京市場）
価格はH10以降、下降傾向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定植・収穫作業は、労働時間・疲労度ともに大
開発が遅れていたマルチ栽培対応の移植機が近年開発された

産地の
背景・概
況

タマネギ部門の経営目標

　高齢・兼業・複合・現状維持経営(約190戸)　
　　作付規模　30～40ａ（部会目標）
　　所得　　　　30万円
　規模拡大志向経営（約10戸)
　　作付規模　150～200ａ（県機械化モデル）
　　所得　　　　2１0～3１0万円

タマネギ
を取り巻
く環境

機械利用組会の発足　H12～13
（播種・育苗・ﾏﾙﾁ張り・定植機）
　・西玉葱機械組合（２戸）
　・堤谷玉葱　〃　（６戸）
　・正久寺玉葱　〃　（５戸）
　・白原玉葱　〃　（３戸）

機械実演会による機械化の
推進

先進地視察

機械利用組合の運営指導

資金制度の紹介
対象者
リスト

の作成

展示圃、座
談会、講習
会、現地検
討会による
栽培技術
指導

農林業
情報シス
テムの利
用

自然条件

平均気温　15.8℃
土質　安山岩が母材の
　　　　黄色重粘質土壌

自然条件

平均気温　15.8℃
土質　安山岩が母材の
　　　　黄色重粘質土壌

社会条件

県内市場まで　19km

高速諫早インﾀー８km

社会条件

県内市場まで　19km

高速諫早インﾀー８km

耕地

経営耕地計389ha

水田205ha　畑地112ha　樹園地72ha

耕地

経営耕地計389ha

水田205ha　畑地112ha　樹園地72ha

農家

農家数　計469戸
専業93戸、１兼76戸、２兼300戸
主な農産物　米、ミカン、豚、バレイショ、タマネギ

農家

農家数　計469戸
専業93戸、１兼76戸、２兼300戸
主な農産物　米、ミカン、豚、バレイショ、タマネギ

ﾀﾏﾈｷﾞ栽培の概況

明治34年７名で開始、昭和50年代にマルチ開始
58年に部会設立、長田、諫早、小野、本野の４支部で構成
畑地タマネギ産地としての市場評価高い

作型　超極早生21％　極早生40％　早生32％　中生７％
農家　249戸（295戸)
面積　63ｈａ（72ha)
出荷量　(3509ｔ）
販売額　(236百万円) 　　　　　　※(　)は部会全体

ﾀﾏﾈｷﾞ栽培の概況

明治34年７名で開始、昭和50年代にマルチ開始
58年に部会設立、長田、諫早、小野、本野の４支部で構成
畑地タマネギ産地としての市場評価高い

作型　超極早生21％　極早生40％　早生32％　中生７％
農家　249戸（295戸)
面積　63ｈａ（72ha)
出荷量　(3509ｔ）
販売額　(236百万円) 　　　　　　※(　)は部会全体

農家の形態

「小規模高齢・

兼業農家」

「他の高収益
部門主体農
家」

「タマネギ栽
培主体農家」

農家の形態

「小規模高齢・

兼業農家」

「他の高収益
部門主体農
家」

「タマネギ栽
培主体農家」

作業性

緩傾斜・未整
備畑66％
80%手作業

定植、収穫、
ﾏﾙﾁ張りが
重労働

作業性

緩傾斜・未整
備畑66％
80%手作業

定植、収穫、
ﾏﾙﾁ張りが
重労働

作付規模

平均25ａ/戸
20ａ以下52％
21～40ａ
38％

作付規模

平均25ａ/戸
20ａ以下52％
21～40ａ
38％

労働力

平均1.5人/戸

60～80代54％

労働力

平均1.5人/戸

60～80代54％

担い手

いる17%

いない40%

わからない
30％

担い手

いる17%

いない40%

わからない
30％

流通・販売

京阪神72%

全農大阪　
約470ｔ、　　
80円/ｋ

生協との
契約販売
135ｔ、
124円/k　　　　
単価　
平均67円/k
4/上117円/k
（超極早生）

流通・販売

京阪神72%

全農大阪　
約470ｔ、　　
80円/ｋ

生協との
契約販売
135ｔ、
124円/k　　　　
単価　
平均67円/k
4/上117円/k
（超極早生）

土壌

畑地栽培94%

ソルゴーによ
る土壌改良、
流亡防止、
品質向上対
策実施

堆肥投入

土壌

畑地栽培94%

ソルゴーによ
る土壌改良、
流亡防止、
品質向上対
策実施

堆肥投入

栽培技術

石灰ボルドー
の一斉防除
による品質
向上対策実
施

栽培技術高
い

栽培技術

石灰ボルドー
の一斉防除
による品質
向上対策実
施

栽培技術高
い

農家の要望

土づくりの推進
作業の機械化

栽培予定

３年以内が14％
３～６年が24％

農家の要望

土づくりの推進
作業の機械化

農家の要望

土づくりの推進
作業の機械化

栽培予定

３年以内が14％
３～６年が24％

栽培予定

３年以内が14％
３～６年が24％

指導機
関の役
割

産地達
成目標

産地再編目標
農家数　200戸(236戸)
面　積　90ha（103ha)
作型　超極早生30％　極早生35％　早生25％　中生10％
出荷量　(5500ｔ　部会目標) 
作付規模　平均40ａ/戸（部会目標）

具体的
な再編
方策

機械の導入

機械の共同利用

作業受委託の実施

作業性のよい水田タマネギの導入

補助事業の導入

世代別リー
ダの育成

作型の前進化

超極早生の育
苗技術の確立

市況データの
収集

高品質タマネギ生産技術の
継続

実態・意向・問題点の整理
ニーズの明確化

技術の導入定着条件の整理

技術導入の経営評価や経営モデルの提示

現状認識と今後の取り組みに対する
産地関係者の意識の共通化の支援

技術導入の経営評価

農家形態にあった経営目標の設定

機械導入経営モデルの提示


